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男女平等社会実現を求める要請書

　日頃から市民生活向上にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。

　さて、2007年12月には、仕事と生活の調和官民トップ会議が「ワーク・ライフ・バランス憲章」と「仕事と生活の調和行動指針」を決定し、政労使は男女平等社会の実現に向け一歩を踏み出しました。

また、2008年4月からは、改正パートタイム労働法が施行されましたが、パートタイム労働者の7割が女性、女性労働者の5割がパートタイム労働者と言う現状であり、男女平等にとって、パート労働者の均等待遇実現が極めて重要です。2008年3月には、ILO条約勧告適用専門家委員会が日本政府に対し、ILO100号条約に関する勧告を行い、処遇改善や、同一価値労働同一賃金実現に向けた政策転換が喫緊の課題となっています。

自治労は、毎年政府の「男女共同参画週間」にあわせて全国で男女平等産別統一闘争に取り組み、職場・地域における男女平等の促進をはかっています。男女共同参画第2次基本計画や地方自治体の基本計画の具体的施策については、地方自治体、労働組合、ＮＰＯなど幅広い関係者との十分な意見交換を行うことが必要とされているところでもあり、貴職におかれましては、男女平等社会の実現にむけて一層のご尽力をいただきたく、この機会に下記の通り要請いたします。

記

１.　ワーク・ライフ・バランス社会の実現をめざすとともに、「仕事と生活の調和行動指針」が策定されたことからその具体化をはかること

（１）国の行政機関が交わす契約に総合評価を採用するとともに、「仕事と生活の調和行動指針」環境整備指標の中に「公契約の評価項目」への「ワーク･ライフ･バランス取組」の採用を指摘していることから、評価項目として活用すること。

（２）厚生労働省が管轄する国庫負担金を財源として地方自治体が行う事業についても、民間事業者と交わす契約への総合評価の採用と「ワーク･ライフ･バランス取組」の評価項目への活用を要請するとともに、条件整備を行うこと。
２.　雇用の分野における性差別の禁止、男女平等実現にむけて

（１）2007年4月施行の改正男女雇用機会均等法について、5年後の見直しを待たず、以下の3点の修正を早期に行うこと。

①法律の名称を「男女雇用平等法」とすること。

②間接差別禁止の基準は限定列挙ではなく例示列挙とし、どのようなことが間接差別に当たるかは「指針」で広く示すこと。

③ポジティブ・アクションについて、事業主に「行動計画の策定・実行と公表」を義務づけること。

（２）セクシュアル・ハラスメント対策の充実をはかること。

①セクシュアル・ハラスメントを引き起こす背景や原因には、根強い性別役割分担意識もあり、あらためて事業主への啓発を徹底すること。

②伝統的に女性が多数を占めている看護師・介護職が、医療機関、訪問看護、訪問介護など、医療・介護サービス提供現場において受けているセクシュアル・ハラスメントの実態を把握し、事業主が講ずべき措置に関する指針の充実をはかること。

（３）パートタイム、有期契約で働く労働者の均等待遇を実現すること。

①改正パートタイム労働法を実行あるものとするために情報提供・啓発など必要な措置を講じること。

②有期労働契約の締結は「合理的理由がある場合」に限定するとともに、期間を定める理由の書面による明示、空ポストの情報提供を義務付けること。

③福祉や介護職への求職者の減少と労働者が定着しない状況のなか、生計の維持が可能な賃金や労働条件の改善が不可欠であるため、「介護従事者等の人材確保のための介護従事者等の処遇改善に関する法律」の具体化をはかること。

（４）労働基準法第3条に「性別」による差別禁止を追加すること。

（５）ILO条約勧告専門家委員会の報告がされたとおり、第100号条約（同一価値労働・同一賃金）の実効性を確保し、性別や雇用形態による賃金格差を是正するため、雇用管理制度と賃金制度が女性の所得に与える影響を調査し、職務評価による同一価値労働同一賃金原則を実現するための法改正を行うこと。

３．仕事と生活の調和、男性の働きかたの見直しにむけた施策を推進すること

（１）労働時間の短縮をはかること。

①労働時間等設定改善法に基づき、必要な施策を総合的、効果的に推進するため、事業主による労働者の労働時間等の実態把握の状況、年間総労働時間1800時間を超える労働者の実態について調査し公表するとともに、指針に1800時間数値目標の設定を補強すること。

②時間外労働の限度基準については、１年360時間以内の徹底をはかるとともに、仕事と生活の調和をはかるため、１年150時間法制化、１日の限度時間の設定について検討を進めること。

③労働基準法36条に基づき公務職場における労働時間管理を適正化し、同法第33条3項「公務のための臨時の必要がある場合」の無限定な活用に歯止めをかけるため、同法第33条3項「公務のための臨時の必要がある場合」の厳格な解釈を求める通知を行なうこと。

（２）男性の働き方の見直しを推進すること。

①男性の育児・介護休業取得を促進するための環境整備を図ること。

②育児・介護休業取得中の所得保障を60％に改善すること。また介護休業取得中の社会保険料本人負担分を免除すること。

③男女が出産を共同事業とするため、男性の出産休暇を制度化すること。

（３）妊娠・出産期の女性に対する支援を拡充すること。

①妊娠・出産に関する医療について、医療保険の対象とすること。

②健康保険法（出産手当金）の改正を受けて、ILO第183号条約（母性保護に関する条約）批准の条件整備のため、労働基準法第67条育児時間取得時の賃金を100％保障とすること。

４．多様なニーズを踏まえた、個人のライフスタイルに中立な制度を整備すること

（１）雇用創出型・多様就業型の本格的なワークシェアリングの実現に向けて、労働者の希望に応じて選択でき、常用雇用と労働条件の時間比例を原則とする「短時間社員」制度の法制化をはかること。

（２）被用者年金等社会保険の適用基準を「労働時間要件20時間以上」、「年収要件65万円以上」とし、いずれかの要件に該当すれば適用すること。

（３）遺族厚生年金の男女差（男性のみ55歳以上が要件）について、将来の遺族年金のあり方との整合性をはかりつつ、早急に見直すこと。

５.　労働組合におけるポジティブ・アクションの支援にむけて 

（１）男女共同参画基本法第20条により、国は、「民間団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行なう活動を支援するため、―中略―必要な措置を講ずるようつとめる」ものとされ、また、男女共同参画基本計画（第２次）において国は、「２０２０年までに、指導的地位に女性が占める割合が、少なくとも３０％程度になるよう期待する。」目標を踏まえ、女性の登用について労働組合への協力要請を行う事としている。ついては、労働組合において指導的地位にある役員への女性登用の現状について調査を行うとともに、障害の原因分析に基づく対策の検討を行なうこと。

（２）労働組合の意思決定機関への男女平等参画を進め、男女組合員の実質的な機会均等を促進することを目的として労働組合が女性組合員に対して行なう特別措置（ポジティブ・アクション）に関する指針を策定し、単位労働組合の女性組合員が労働組合のすべての問題に参与する権利を享受できるよう支援すること。

注：労働組合法第5条2項3号「単位労働組合の組合員は労働組合のすべての問題に参与する権利及び均等の取り扱いを受ける権利を有する」

６.　男女平等に関係する次のＩＬＯ条約の批准と国内法整備を進めること

(１)　第111号条約（雇用および職業についての差別待遇の禁止）

(２)  第149号条約（看護職員の雇用・労働条件及び生活状態に関する条約）

(３)　第171号条約（夜業に関する条約）

(４)　第175号条約（パートタイム労働に関する条約）

(５)  第183号条約（母性保護に関する条約）　※３．（３）②の再掲

７.　改正ＤＶ法の着実な履行とその施策推進のための措置を図ること

（１）地方自治体のＤＶ被害女性に対する相談窓口体制整備の一貫として、一時保護、就労支援などのＤＶ被害女性支援に関する専門的な研修を充実させ人材育成をはかるとともに、市町村における専門的な人材配置拡充のための財源確保に向け支援すること。

（２）地方自治体のDV被害者相談を担当している「売春防止法」上の婦人相談員について、非常勤規定を改め、雇用安定をはかること。

（３）ＤＶ被害女性が自立に至るまでの過程を、時間をかけて支援できるよう、NPO・民間団体の取り組みを支援すること。
